
○法人市民税の減免申請について

【減免申請書の提出期限と様式】

① 減免には申請書とその申請書に添付する決算書や事業報告書（写）が必要です。
② かならず納期限までに減免申請書の提出が必要です。
③ 収益事業が開始されるなど減免に該当しない場合は申請できません。

　観音寺市税条例第51条第2項の規定により、法人市民税の納期限までに、法人税額の課
税標準の算定期間または均等割額の算定期間、納期限及び税額、減免を受けようとする理由
を記載した申請書の提出が必要になります。また、それらを証明する書類（決算書や事業報告
書等）の添付が必要になります。

法人市民税の減免は、観音寺市税条例第51条第1項第4号及び第6号に規定されています。
減免を申請される法人は、下記に注意して提出してください。



年 月 日

観　音　寺　市　長　　殿

住所

氏名

１

2

3

4

5 ～

～

円

6

7

令和

申請者

法　人　市　民　税　減　免　申　請　書

記

法 人 名

法 人 番 号

本 店 所 在 地

法 人 代 表 者

住 所

氏 名

法 人 税 額 課税標準算定期間

均等割額算定期間

納 期 限

均 等 割 額

減免該当事由 観音寺市税条例第51条第１項第４号に該当する法人

（収益事業の有無：　　　　）

観音寺市税条例第51条第１項第６号に該当する法人

（収益事業の有無：　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

そ の 他



年 月 日

※申請する日付を入れてください。

観　音　寺　市　長　　殿

住所

氏名

会長　○○　○○

１

2 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

※13桁の法人番号になります。お間違えのないようにお願いします。

3

※本店市内・市外どちらでも記入をお願いします。

4

※事業年度と同じになります。

5 ～

～

円

6 ✔

7

令和

申請者 観音寺市○○町○○番地○

○○社団法人　　○○○○会

法　人　市　民　税　減　免　申　請　書

記

法 人 名 ○○社団法人　　○○○○会

法 人 番 号

本 店 所 在 地 観音寺市○○町○○番地○

法 人 代 表 者

住 所 観音寺市○○町○○番地○

氏 名 会長　　○○　○○

法 人 税 額 課税標準算定期間 令和○年△月×日 令和○年△月×日

均等割額算定期間 令和○年△月×日 令和○年△月×日

納 期 限 令和○年△月×日

均 等 割 額 50,000

※均等割額については、観音寺市ホームページ内、「市税の種類」を参考にしてください。

減免該当事由 観音寺市税条例第51条第１項第４号に該当する法人
※公益社団法人や公益法人に該当し、収益活動がない場合の選択になります。

（収益事業の有無：　無　）　※収益事業の有無を書いてください。

観音寺市税条例第51条第１項第６号に該当する法人
※法人等で特別な事情がある場合の選択になります。

（収益事業の有無：　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

そ の 他 決算書作成が●月下旬になるため▲月に提出します。
　※添付書類で必要となる決算書等が同時に提出できない場合は、いつ頃に提出可能
か書いてください。


